2 
東京自治労連「地域主権改革」学習会への参加について

「地域主権改革」一括法案など３法案は、自公政権の「地方分権改革」路線をそのまま踏襲したもので、保育所や高齢者・障害者施設の設置・管理運営基準など福祉・教育分野でのナショナルミニマム（最低基準）を保障する国の責任が地方への条例委任化などによって形骸化されると懸念されます。

　国民の生存権、地方公務員の権利に関わる問題、とりわけ、福祉関係施設の設置運営基準の緩和、公営住宅整備基準の廃止、署名活動に対する罰則規定が盛り込まれると考えられています。

　こうした下、今後法案の具体化で自治体への影響が懸念されます。
今回の学習会をバネに一層の闘いの取り組みを進めましょう。

各単組からの積極的なご参加を要請します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１．日　　時：６月１０日（金）１８：３０～２０：３０

２．場　　所：東京労働会館 地下会議室

３．学習会の内容

　　　　　　　１８時　　　　　　開場

　　　　　　　１８時３０分～　　開会　　　　　

　　　　　　　１８時４０分～　　　　　　　

１）　学習会　「地域主権改革と変化させられる自治体職場（仮称）」
講師　中村重美氏（東京自治問題研究所研究員・世田谷区職労前委員長）

　　　　　　　２）　特別報告

２０時１０分　　　質疑・交流・単組報告

２０時３０分　　　閉会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
